
































































































































































































　この研究の契機になるのは、周知のように、1932 年の A. A. Berle & G. C. Means 『現代株式







J. Burnham（1941）『経営者革命』（The Managerial Revolution）や J. K. Galbraith（1967）『新し
い産業国家』（The New Industrial State）などが出版される。これらの議論は、経営者の専門的































































































































































































る経営者行動理論となり、W. J. Baumol（1959）の売上高最大化仮説や R. Marris（1964）の
企業成長率最大化仮説、そして、O. E. Williamson（1964）の組織スラックなどが登場する。
(2) 特殊例は従業員重視の「…、企業の『市民権者』による経営に対する影響力の行使」（伊丹 , 2000, 
17）がある。
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